
No

補

助

･

単

独

事業名

（所管課）

事業の概要

①目的・効果

②交付金を充当する経費内容

③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業

始期

事業

終期

令和6年度

決算額

（円）

交付金

充当額

（円）

実施状況 成果目標

効果検証

【所管課評価】

【対象者等からの評価】

2・6 単 低所得世帯等給付金・定額減税調整給付

金事業【物価高騰対策給付金】

【住民課】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低

所得の方々の生活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　183世帯×100千円、令和

６年度非課税化世帯　47世帯×100千円、令和６年度均等

割のみ課税化世帯　44世帯×100千円、子ども加算　65人

×50千円、定額減税を補足する給付の対象者　1,993人

(46,120千円）

事務費　6,416千円

事務費の内容　　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料

等）、業務委託料、人件費として支出

④低所得世帯等の給付対象世帯数（274世帯）、定額減税

を補足する給付の対象者数（1,993人）

R6.4 R7.3 83,185,855 81,500,000 （R5均等割のみ課税）

対象世帯数　183世帯×100,000円=18,300,000円

（R6非課税化世帯）

対象世帯数　47世帯×100,000円=4,700,000円

（R6均等割のみ課税世帯）

対象世帯数　44世帯×100,000円=4,400,000円

（子ども加算）

対象者数　65人×50,000円=3,250,000円

（定額減税調整給付）

対象者数　1,993人　46,120,000円

事務費　　6,415,855円

事務費の内容　　需用費（事務用品等）、役務費（郵送料

等）、業務委託料、人件費として支出

【成果目標】

対象世帯に対してR6年8月までに支給を

開始

【結果（状況）】

対象世帯に対してR6年8月までに支給を

開始

【所管課評価】

（住民課）

対象世帯への支給をR6年8月までに開始

し物価高騰の影響を受けた低所得世帯等

への支援に資することができた。

11 単 小中学校給食費物価高騰対策助成事業

【教育課】

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響により保護

者等の学校給食費負担を軽減するため

②高騰した分の食材購入費（教職員は除く）を学校給食会

計に支援する経費に充当

③7,040円×361人≒2,500,000円

④町内小中学校の保護者等

R6.4 R7.3 2,500,000 2,500,000 学校給食費補助金　2,500,000円 【成果目標】

保護者等から追加で給食費を徴収する機

会　０回

【結果（状況）】

0回

【所管課評価】

（教育課）

高騰した給食食材費の補助を受けること

により、学校給食の質の確保と保護者の

負担軽減を図ることができた。

12 単 関ケ原町プレミアム商品券発行事業 ①物価高騰の影響を受け、落ち込んだ地域内の消費を取り

戻すため町内事業所で使用できるプレミアム付き商品券を

発行

②プレミアム商品券発行事業に要する経費に充当（補助

金）

③プレミアム商品券発行事業補助金　7,874,000円

　プレミアム分換金費用、各店舗取扱手数料、商品券印刷

費、チラシ印刷費等、郵送代等事務経費

一般財源374,000円充当

④町商工会

R6.4 R7.3 7,874,000 7,500,000 プレミアム商品券発行事業補助金　7,874,000円 【成果目標】

商品券換金率98％

【結果】

商品券換金率98％以上

【所管課評価】

（地域振興課）

物価高騰の影響により落ち込んでいた町

内事業所で買い物する機会が増え、地域

経済の活性化に繋がった。

【対象者等からの評価】

町民の関心も高く、町内で買い物する機

会が増えてよかった。

13 単 水道事業会計補助金 ①物価高騰に直面する町民や町内事業者への支援強化を図

るため

②水道事業会計に補助し、水道料金（基本料金）の免除に

要する経費（水道料金の基本料金の免除に伴う減収補填）

に充当（公共施設等に係る経費分を除く）

③水道事業会計補助金（3ヶ月分）=11,897,567円

　一般財源610,567円充当

④町民、町内事業者

R6.4 R7.3 11,897,567 11,287,000 水道事業会計補助金　11,897,567円 【成果目標】

対象期間中の新規滞納件数　5件以下

【結果】

0件

【所管課評価】

物価高騰の影響を受ける住民の経済的負

担の軽減につながった。

【対象者等からの評価】

食品等の値上げが続く中、基本料金の免

除により、家計の負担軽減につながりよ

かった。

105,457,422 102,787,000

令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（実施状況及び効果検証）

合計


